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概要 

 

１．地震・津波の発生状況 

○地震の発生状況 

三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の巨大地震が発生し、広い範囲で強い揺れを観

測した。 

○津波の発生状況 

東北地域を中心に，痕跡高が 10m を超える地域が南北に約 530km に渡り、局所的には、

最高 40.0m の遡上高が記録された。 

 

２．通信・燃料関連 

○通信障害の発生 

携帯電話及び PHS 基地局についても、携帯電話・PHS の主要事業者 5 社の合計で最大約

29,000 局が停波した。 

○燃料の不足 

石油製品については、一部の製油所の稼働停止のほか、被災地における道路の損壊等か

ら輸送手段が十分に確保できない状況から、大規模な燃料不足が発生した。 

経済産業省では、3月 17 日に西日本のタンクローリー投入や鉄道による輸送ルートの確

保、関東圏の製油所における製品在庫の取り崩し等の対策を発表した。 

 

３．住宅・生活施設関連 

○住宅・建築物・宅地の被害 

  津波被害では、多くの家屋や業務施設が浸水する被害にあったが、病院や市町村役場な

どの公共的施設についても岩手県、宮城県を中心に大きな被害が生じた。 

○広範囲にわたる多数の避難者の発生 

  東日本大震災により、全国で 468,653 人の避難者が発生した。 

○仮設住宅の建設 

  震災後約 1 週間で仮設住宅を着工し、震災後約 1 カ月からは、仮設住宅への入居が始ま

った（岩手県は 8月、宮城県は 12 月に必要戸数を完成）。 
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４．交通関連 

○車両の被害 

  被災地では、津波で多くの自動車が被害を受け、青森、岩手、宮城、福島の 4 県の自家

用車の被災規模は 41 万台との推計結果もある。 

○道路の被害と復旧 

  高速道路は、一部区間で陥没や亀裂などの被害を受けたが、震災翌日に緊急交通路に指

定され、通行が規制された。3/15 には、高速バスにも通行が許可された。 

  被災地の南北、東西に結ぶ幹線道路（国道 4 号、国道 45 号及びこれらを結ぶ国道）は、

内陸地域から被害の大きい海岸地域へ応急ルートを確保するため、「くしの歯作戦」として

優先して啓開され、3/18 には大半の区間で通行が可能となった。 

○鉄道の被害と復旧 

  沿岸部と内陸部を結ぶ在来線については、順次再開されているが、三陸鉄道や気仙沼線

など沿岸部を通過する被害の大きな路線や区間では、震災 6 カ月がたっても運行再開され

ていない。 

○空港の被害と復旧 

  仙台空港は津波による被害により、民間航空便の再開は 4/13 と１ヶ月を要した。 

○港湾の被害と復旧 

  震災直後には、14 の国際拠点港湾及び重要港湾（八戸港、久慈港、宮古港、釜石港、大

船渡港、仙台市塩釜港（塩釜港区、仙台港区）、石巻港、相馬港、小名浜港、茨城港（日立

港区、常陸那珂港区、大洗港区）、鹿島港等が被災し、利用不可能となった。 

  離島航路については、3月 24 日以降、順次再開された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※次頁以降で個別の被害・復旧状況については、主に以下の資料を参考にとりまとめた。 

  ・気象庁 HP「平成 23 年東北地方太平洋沖地震に関する観測・解析データなど」 

  ・東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ「痕跡調査結果」 

  ・総務省「平成 23 年版情報通信白書」 

  ・エネルギー庁「エネルギー白書」 

・国土審議会政策部会防災国土づくり委員会「災害に強い国土づくりへの提言」 

 ・復興対策本部事務局「インフラ等の復旧状況について（岩手県、宮城県、福島県中心）」 
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【交通基盤位置図】 
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■交通関係の復旧状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省資料） 
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■都市基盤・交通基盤の復旧の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地震発生 ・余震の発生

・大津波警報

・津波警報 　　　　　　　

・津波注意報

・全線で通行止め 3/15  緊急輸送路の利用車両に高速バスも認可 3/24  東北道全線で一般車両の通行再開

3/12 緊急交通路に指定（一般車両の通行不可）

・全線で通行止め 三陸道全線で一般車両の通行再開

・緊急交通路に指定（一般車両の通行不可）

・点検実施（福島県内2 区間で被害を確認）

3/18  国道4号が全線で通行可能

・内陸部と沿岸部を結ぶ「くしの歯型」の応急ルートを設定 4/10  国道6号は、迂回路利用区間を含めて全線で一般車両が通行可能

・点検実施 ・岩手県久慈市～大槌町間通行が可能 4/10  国道45号は、迂回路利用区間を含めて全線で一般車両が通行可能 6/26 小泉大橋（気仙沼市）の仮橋が開通

・被災区間の確認概ね終了 ・啓開作業が概ね終了（97％で応急ルートを確保） 7/10 気仙大橋（陸前高田市）の仮橋が開通

・内陸部と沿岸部を結ぶ「くしの歯型」の応急ルートを設定

3/16  1 5の応急ルートで一般車両の通行が開始

3/18 太平洋沿岸の45号の97％を啓開し、「くしの歯作戦」終了。応急復旧作業へ移行

・盛～釜石全線で運休（9月末現在）

・施設の損傷により閉鎖

3/16  花巻空港の再開

・停電のため閉鎖

3/12  山形空港の再開

・津波の浸水のため閉鎖 4/13  仙台空港の再開

・施設の損傷により滑走路を閉鎖

3/12  福島空港の再開

3/24  宮城県の離島航路が順次再開 4/28 仙台～苫小牧の旅客営業運行を再開（太平洋フェリー）

5/26 仙台～名古屋の旅客営業運行を再開（太平洋フェリー）
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21

地震発生と津波警報

都市
機能

避難所・仮設住宅

都市施設

ライフ
ライン

燃料（ガソリン）

電気

11 21 1 11 21 1

8月 9月

11 21 1 11 21 1 11 21

3月 4月 5月 6月 7月

1 11

3/11 被災地で大規模な停電発生 ・大半の地域で停電が復旧 6/18 停電復旧作業が終了

3/18 被災地で仮設住宅の着工 ・必要戸数の約5割（25,566戸）が完成

・小中学校の再開

・ 医療救護所や仮設入浴施設などが開設

3/13 広範囲でガソリン不足が顕在化 4月中旬 被災地の燃料不足が概ね解消

・ 中小企業基盤整備機構の支援による仮設商店が開始

・震災1カ月で3県の避難者は約13万人 ・ 3県の避難者が約10万人に

・必要戸数の大半（48,528戸）が完成

・岩手県、宮城県、福島県で沿岸部を中心に約40万人の避難者が発生

3/17 経済産業省による対策開始

3月下旬 首都圏の燃料不足が概ね解消

4/29 全線で運行再開

4/12 全線で運行再開

・被災地で仮設住宅に入居開始

・沿岸部の病院等でも診療を再開

・仮設入浴施設が終了

4/21 全線で運行再

4/12 全線で運行再開

4/23 全線で運行再開

5/16 全線で運行再開

8/14 岩手県で避難所が解消

3/28 盛岡駅～新青森駅間から順次運転再開

3/31 福島～新庄間から運転再開

3/16 宇都宮～黒磯間から順次運転再開

3/28 花巻駅～遠野駅間から順次運転再開

3/18 上米内～宮古間が運転再開

4/1 一ノ関～気仙沼で運転再開

4/29 前谷地～柳津で運転再開

4/17 小牛田～前谷地間で運転再開 5/19 小牛田～石巻まで運転再開

4/19 あおば通～東塩釜まで運転再開 5/28 あおば通～高城町まで運転再開

4/1 山寺～羽前千歳で運転再開

3/16 陸中野田～久慈間で運転再開

3/20 宮古～田老間で運転再開
3/29 運転区間が宮古～小本、陸中野田～久慈（小本～陸中野田間は運休）

4/1 山寺～羽前千歳で運転再開
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１ 地震・津波の発生状況 

１.１ 地震の発生状況 

・平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分に三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の巨大地震が発生

した。 

・地震により宮城県栗原市で震度 7、宮城県、福島県、茨城県、栃木県で震度 6強など広い範

囲で強い揺れを観測した。 

 ・本震発生後震度 6以上の余震は 4回発生した。特に、4月 7日の余震では、死者が発生する

とともに、落石や停電等により復旧作業に大きな影響を与えた。 

 

■地震の震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（気象庁 HP「平成 23 年東北地方太平洋沖地震に関する観測・解析データなど」） 

■余震の発生状況（震度 6 弱以上）

発震時 震央地名
マグニ

チュード
最大
震度

3月11日 （本震） 14:46 三陸沖 9 7

3月11日 （30分後） 15:15 茨城県沖 7.6 6強

4月7日 （27日後） 23:32 宮城県沖 7.2 6強

4月11日 （31日後） 17:16 福島県浜通り 7 6弱

4月12日 （32日後） 14:07 福島県中通り 6.4 6弱

地震
発生日
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１.２ 津波の発生状況 

・太平洋沿岸を中心に高い津波を観測し、特に東北地方から関東地方の太平洋沿岸では大きな被

害があった。 

・東北地域を中心に，痕跡高が 10m を超える地域が南北に約 530km に渡り、20m を超える地域も約

200km と非常に大きな痕跡高が広範囲に渡って記録された。 

・局所的には、最高 40.0m の観測最大の遡上高が大船渡市綾里湾で記録されており、これは明治三

陸津波の記録を上回る日本で記録された最大値となった。 

 

■津波の発生状況 

 
（国土交通省資料） 

 



9 

２ 通信・燃料関連 

２.１ 通信障害の発生 

・今回の震災においては、地震や津波の影響により、通信ビル内の設備の倒壊・水没・流失、地

下ケーブルや管路等の断裂・損壊、電柱の倒壊、架空ケーブルの損壊、携帯電話基地局の倒壊・

流失など通信設備に甚大な被害があった。 

・携帯電話及び PHS 基地局についても、携帯電話・PHS の主要事業者 5社の合計で最大約 29,000

局が停波した。 

・復旧活動の進捗や、電力の復旧等により、停波局数は減少したが、4月 7日の余震により、一

時的に停波局数は増加した。（その後、各社は一部エリアを除き 4月末までにほぼ復旧。） 

 

■東日本大震災における通信の被災状況 

 
（総務省「平成 23 年版 情報通信白書」） 

 

■携帯電話基地局の停波基地局数の推移 

 

（総務省「平成 23 年版 情報通信白書」）
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２.２ 燃料関連の被害と復旧 

１）燃料関連の被害状況 

・東日本大震災により、石油製品については、一部の製油所の稼働停止のほか、被災地におけ

る道路の損壊等から輸送手段が十分に確保できない状況から、大規模な燃料不足が発生した。 

・日常の生活のための移動はもとより、病院、通信施設、地元消防局等、人命救助や生活維持

に不可欠なところについても供給が非常に困難な状況なった。 

 

■東日本大震災で被災した主な燃料関連施設 

 

 
（エネルギー庁「エネルギー白書 2011」） 
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２）経済産業省による対策 

・被災地を中心とした深刻な燃料不足に対して、経済産業省では、3月17日に鉄道による輸送

ルートの確保や関東圏の製油所における製品在庫の取り崩し等の対策を発表した。 

・これらの取り組みによる成果や、道路網・製油所等の復旧などもあり、燃料不足は、首都圏

では3月下旬、東北地方でも4月中旬頃に概ね解消された。 

 

■経済産業省により発表された対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（経済産業省発表資料 2011 年 3 月 17 日発表） 
 
■東北地方へのガソリン供給状況の推移 

日付け 供給状況 

3 月 18 日 （7日後） 石油列車開始（横浜根岸～盛岡：上越羽越、奥羽線経由） 

3 月 21 日 （10 日後） 塩釜港にタンカーが震災後初入港 

3 月 22 日 （11 日後） 東北自動車道大型車通行可能 

3 月 24 日 （13 日後） 東北・磐越道全面開通 

3 月 25 日 （14 日後） 石油列車郡山に向け出発（横浜根岸～新潟経由～郡山） 

3 月 27 日 （16 日後） 岩手県陸前高田市を皮切りに、被災地｢仮設ミニ SS｣を設置 

3 月 30 日 （19 日後） 宮城県内の高速道が全面開通 

4 月 7 日 （28 日後）
JR 貨物新潟～仙台ルート可能に 

東北 6県、給油所 9割稼働（石油連盟発表） 

【23：32 宮城沖 M7.1 余震】→在来線等再び運休 

4 月 17 日 （38 日後） JR 貨物首都圏～仙台の運転再開（東北本線仙台まで復旧） 

4 月 21 日 （42 日後） JR 貨物横浜根岸～盛岡の輸送時間大幅短縮（東北本線全線復旧） 

5 月 3 日 （55 日後） JX エネルギー仙台製油所が出荷再開 

(東北運輸局「交通消費者行政レポート 平成 22 年度活動報告」) 
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【参考：ガソリン求め大混雑】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（「ガソリン求め大混雑 ７店舗一斉に一般車対応 大船渡」、東海新報 2011 年 3 月 19 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（「給油開始で長蛇の列 気仙沼市内スタンド「冷静な対応を」」、三陸新報 2011 年 3 月 26 日） 

注）著作権の関係から、ウェブサイト上に掲載する参考資

料編には、新聞記事の転載は行っていない。 

注）著作権の関係から、ウェブサイト上に掲載する参考資

料編には、新聞記事の転載は行っていない。 
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３ 住宅・生活施設関連 

３.１ 住宅・建築物・宅地の被害 

・津波被害では、多くの家屋や業務施設が浸水する被害にあったが、病院や市町村役場などの

公共的施設についても岩手県、宮城県を中心に大きな被害が生じた。 

・浸水被害のあった岩手県内市町村では、建物用地の浸水割合（約 22%）に比して、郵便局、

医療機関、市町村役場本庁が浸水した割合（それぞれ 39%、44%、33%）は大幅に高い。 

 

■浸水のあった沿岸部市町村における建物用地及び公共的施設の浸水状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大船渡市、陸前高田市付近における公共的施設の浸水状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（災害に強い国土づくりへの提言参考資料） 
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３.２ 広範囲にわたる多数の避難者の発生 

・東日本大震災により、全国で 468,653 人の避難者が発生した。 

・このうち、岩手県、宮城県、福島県の 3県が 409,146 人（全体の 87.3％）であるが、3県以

外でも約 6万人もの人が避難を行っている。 

 

■避難者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
（国土交通省資料） 
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３.３ 仮設住宅の建設 

・震災約 1 週間後には仮設住宅が着工し、震災約 1 カ月後からは、仮設住宅への入居が開始さ

れた。 

・必要戸数の約 5.3 万戸のうち、岩手県の必要戸数（約 1.4 万戸）については 8月 11 日、宮城

県の必要戸数（約 2.2 万戸）については 12 月 26 日に全戸が完成した。 

・一方、福島県については、必要戸数（1.7 万戸）のうち未着工分を除く住戸を平成 24 年 2 月

下旬までに完成予定である。 

 
■応急仮設住宅 着工・完成戸数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（国土交通省資料） 
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【参考：仮設住宅を着工】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「仮設住宅を着工-復興の第一歩-高田一中に 200 戸 被災者の希望を背に、各地に順次建設」、東海新報 2011 年 3 月 20 日）

注）著作権の関係から、ウェブサイト上に掲載する参考資

料編には、新聞記事の転載は行っていない。 
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４ 交通関連 

４.１ 車両被害 

・被災地では、津波で多くの自動車も被害を受け、青森、岩手、宮城、福島の 4 県で自家用車

の被災規模は 41 万台との推計結果もある。 

・岩手・宮城・福島 3県では、バスは 219 台、タクシーは 511 台が被災した。 

 

■東北 3県のバス・タクシー車両の被災状況 

 

 
バス 

タクシ－ 
乗合 貸切 

岩手県 ２４台 ２６台 １００台 

宮城県 ３５台 １０８台 ４０８台 

福島県 ３台 ２３台 ３台 

合計 
６２台 １５７台

５１１台 
２１９台

 

（国土交通省自動車交通局「被災地向け車両の提供について（バス、タクシー）」） 
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【参考：被災車両はおよそ 24 万台】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「被災車処分２割のみ 所有者確認遅れ、自治体も慎重」、読売新聞 2011 年 9月 24 日） 

 

注）著作権の関係から、ウェブサイト上に掲載する参考資

料編には、新聞記事の転載は行っていない。 
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４.２ 道路の被害と復旧 

・高速道路は、一部区間で陥没や亀裂などの被害を受けたが、震災翌日に緊急交通路に指定さ

れた（3/15 には、高速バスの通行が許可された）。 

・東北道は 3/24、常磐道は 4/1 に全線で一般車両の通行が再開された（原発規制区間を除く）。 

・内陸地域から被害の大きい海岸地域へ応急ルートを確保するため、沿岸部へのルートをいく

つか選定し、それらの道路を優先的に啓開した。 

 
 ■道路の被害状況 

道路種別 被災総数 

高速道路 15 路線 

直轄国道 69 区間 

都道府県等管理国道 102 区間 

都道府県道等 540 区間 
（国土交通省道路局「東日本大震災における災害応急対策に関する検討会資料」） 

 

■道路復旧の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（国道交通省作成資料「東北地方太平洋沖地震よる道路の復旧経緯」） 
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■くしの歯作戦による道路の啓開と復旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（東北地方整備局作成資料） 
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【参考：陸前高田バイパス復旧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（「陸前高田バイパス復旧 インフラ復興への足掛かり」、東海新報 2011 年 3 月 27 日） 

 

 

 

 

 

 

注）著作権の関係から、ウェブサイト上に掲載する参考資

料編には、新聞記事の転載は行っていない。 
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４.３ 鉄道の被害と復旧 

・鉄道は震災直後、全路線で運休となった。 

・東北新幹線は 4/29 に全線再開されるまで、上越新幹線等による迂回ルートが利用された。 

・沿岸部と内陸部を結ぶ在来線については、順次再開されているが、三陸鉄道や気仙沼線など

沿岸部を通過する被害の大きな路線や区間では、震災 6 カ月がたっても運行再開されていな

い。 

 ・沿岸部で現在も運休中の路線については、各鉄道事業者と国などで復旧に向けた協議を行っ

ている（三陸鉄道は 26 年の 4 月をめどに現行ルートで全線を再開予定。JR については、各

協議会で検討中）。 

 

■鉄道の運行情報 

事業者名 路線名 運行情報 備 考 

JR 東日本 
新幹線 

東北新幹線 全線運行中 全線(4/29～) 

山形新幹線 全線運行中 全線(4/12～) 

在来線 

東北本線 全線運行中 全線(4/21～) 

山田線 
運行中 盛岡～宮古（4/13～） 

運休中 宮古～釜石間運行再開時期未定 

釜石線 全線運行中 全線（4/12～） 

大船渡線 
運行中 一ノ関～気仙沼(4/18～) 

運休中 気仙沼～盛間運行再開時期未定 

気仙沼線 
運行中 前谷地～柳津間（4/29～） 

運休中 柳津～気仙沼間運行再開時期未定 

石巻線 
運行中 小牛田～石巻間（5/19～） 

運休中 石巻～女川間運行再開時期未定 

仙石線 

運行中 あおば通～高城町(5/28～） 

運休中 高城町～矢本間運行再開時期未定 

運行中 矢本～石巻(7/16～) 

仙山線 全線運行中 全線（4/23～） 

民鉄線 

三陸鉄道 

北リアス線 

運行中 久慈～陸中野田(3/16～) 

運休中 
陸中野田～田野畑間 2012 年 4 月運行再開予定 

田野畑～小本間 2014 年 4 月運行再開予定 

運行中 小本～宮古(3/29～） 

南リアス線 全線運休中
釜石～吉浜間 2014 年 4 月運行再開予定 

吉浜～盛間 2013 年 4 月運行再開予定 

阿武隈急行 阿武隈急行線 全線運行中 全線(5/16～） 

※網掛けは、沿岸部を南北に結ぶ路線（または区間） 

（東北運輸局「東北管内の旅客鉄道の運行情報（8 月 30 日 9：00 現在）」より作成） 
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■沿岸部の鉄道の復旧に向けた検討体制について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（東北運輸局公表資料） 
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【参考：気仙沼線復旧の見通し立たず 陸の孤島に現実味】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（「宮城・南三陸 気仙沼線復旧の見通し立たず『陸の孤島』に現実味」、河北新報 2011 年 4 月 19 日） 

 

注）著作権の関係から、ウェブサイト上に掲載する参考資

料編には、新聞記事の転載は行っていない。 
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４.４ 空港の被害と復旧 

・仙台空港は津波による被害により、民間航空便の再開（4/13）まで、およそ１ヶ月を要した。 

・一方、仙台空港周辺の山形空港（3/12 再開）、福島空港（3/12 再開）、花巻空港（3/16 再開）

は早期に運用を再開し、仙台空港に代わり東北方面と首都圏、関西圏を結んだ。 

 

■震災直後の被災地周辺での空港の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（国土交通省資料） 
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【参考：仙台空港閉鎖中の山形空港の運行状況】 

・山形空港では、12 日はＪＡＬが通常どおりの運航に加えて、臨時便として大阪便を運航させ、

被災者等の移動手段を確保した。 

・13 日以降、山形空港は首都圏、関西地区をはじめとする全国各地へ移動するための重要な移動

拠点として認知され、多数の利用者が集中し、満席となる便が続出した。 

・そのため、東京臨時便(JAL)、伊丹臨時便(JAL､ANA)、札幌臨時便(JAL､AIRDO)、中部臨時便(ANA)

が続々と就航し、4月 3日には 1日の便数として過去最高となる 1日 34 便が就航した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（山形県企画振興部交通政策課「東日本大震災の記録（公共交通編）」） 
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４.５ 港湾・離島航路の被害と復旧 

１）港湾の被害状況  

・震災直後には、14 の国際拠点港湾及び重要港湾（八戸港、久慈港、宮古港、釜石港、大船渡

港、仙台市塩釜港（塩釜港区、仙台港区）、石巻港、相馬港、小名浜港、茨城港（日立港区、

常陸那珂港区、大洗港区）、鹿島港等が被災し、利用不可能となった。 

 

■港湾の被害状況 

 

 
 

（国土交通省東北地方整備局「東日本大震災における港湾被害状況及び復旧・復興について」） 
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２）離島航路の被害と復旧  

・気仙沼～大島、女川～江島、石巻～網島、塩竃～桂島の 4 航路で、使用船舶の陸上への乗揚

げや岸壁の損傷等が発生した。 

・東北地方にある離島航路は、震災後一時運行を止めていたが、3月 24 日から順次運行を再開

し、7月 25 日には全航路が再開した。 

 

■離島航路の運行再開状況 

 

航路 運行事業者 再開日 備考 

石巻港～網地島 （株）網地島ライン 3 月 24 日 3 月中は無料 

塩釜港～桂島 塩竈市（塩竃市営汽船） 3月 26 日 当面の間無料 

気仙沼港～大島 大島汽船（株） 3 月 30 日 

他事業者より旅客船

を借りて運行 

（運行は有料） 

女川港～出島・江島 シーパル女川汽船（株） 7月 25 日 当面の間無料 
 

（国土交通省報道発表資料から作成） 
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【参考：東日本大震災：大島と気仙沼結ぶ離島航路が再開】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省資料） 



30 

 


